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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　対象エリア内に離間して配置されている複数の無線通信機の各々で計測された、移動体
とともに移動する無線端末装置からの電波の電波強度又は前記無線端末装置で計測された
前記複数の無線通信機の各々からの電波の電波強度の少なくともいずれかと、学習により
得られた、前記対象エリア内の複数地点における地点ごとに計測された前記複数の無線通
信機の各々からの電波の電波強度の値及び前記複数の無線通信機の各々で計測された前記
対象エリア内の複数地点における地点ごとに送信された電波の電波強度の値の少なくとも
いずれかが示される学習データとを用いて、前記移動体の現在位置を推定し、前記移動体
の移動経路を予測する移動経路予測部と、
　前記対象エリア内に離間して配置されている複数の撮像装置の各々の撮影可能範囲と、
前記移動経路予測部により予測された前記移動経路とに基づき、前記複数の撮像装置の中
から、前記移動経路を移動する前記移動体を撮影させる撮像装置を選択する撮像装置制御
部とを有する移動体追跡装置。
【請求項２】
　前記撮像装置制御部は、
　前記移動体を撮影させるための制御を、選択した撮像装置に対して行う請求項１に記載
の移動体追跡装置。
【請求項３】
　前記撮像装置制御部は、
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　前記移動体を撮影させるための制御として、パン、チルト及びズームに関する制御を、
選択した撮像装置に対して行う請求項１に記載の移動体追跡装置。
【請求項４】
　前記移動経路予測部は、
　前記移動体が前記現在位置に到達するまでの移動軌跡、過去における前記移動体の前記
現在位置からの移動先、前記移動体と共通の属性を有する他の移動体の前記現在位置から
の移動先、前記移動体の移動方向、前記移動体の移動速度の少なくともいずれかに基づい
て、前記移動体の移動経路を予測する請求項１に記載の移動体追跡装置。
【請求項５】
　前記移動経路予測部は、
　前記複数の撮像装置のうちのいずれかの撮像装置により撮影され、前記移動体の画像が
含まれる撮影画像を解析して推定された前記移動体の現在位置を用いて、電波強度に基づ
いて推定した前記移動体の現在位置を補正する請求項１に記載の移動体追跡装置。
【請求項６】
　前記移動経路予測部は、
　前記複数の撮像装置のうちのいずれかの撮像装置により撮影され、前記移動体の画像撮
影映像が含まれる撮影映像を解析して推定された前記移動体の移動方向に基づき、前記移
動体の移動経路を予測する請求項１に記載の移動体追跡装置。
【請求項７】
　コンピュータが、対象エリア内に離間して配置されている複数の無線通信機の各々で計
測された、移動体とともに移動する無線端末装置からの電波の電波強度又は前記無線端末
装置で計測された前記複数の無線通信機の各々からの電波の電波強度の少なくともいずれ
かと、学習により得られた、前記対象エリア内の複数地点における地点ごとに計測された
前記複数の無線通信機の各々からの電波の電波強度の値及び前記複数の無線通信機の各々
で計測された前記対象エリア内の複数地点における地点ごとに送信された電波の電波強度
の値の少なくともいずれかが示される学習データとを用いて、前記移動体の現在位置を推
定し、前記移動体の移動経路を予測する移動経路予測ステップと、
　前記コンピュータが、前記対象エリア内に離間して配置されている複数の撮像装置の各
々の撮影可能範囲と、前記移動経路予測ステップにより予測された前記移動経路とに基づ
き、前記複数の撮像装置の中から、前記移動経路を移動する前記移動体を撮影させる撮像
装置を選択する撮像装置制御ステップとを有する移動体追跡方法。
【請求項８】
　対象エリア内に離間して配置されている複数の無線通信機の各々で計測された、移動体
とともに移動する無線端末装置からの電波の電波強度又は前記無線端末装置で計測された
前記複数の無線通信機の各々からの電波の電波強度の少なくともいずれかと、学習により
得られた、前記対象エリア内の複数地点における地点ごとに計測された前記複数の無線通
信機の各々からの電波の電波強度の値及び前記複数の無線通信機の各々で計測された前記
対象エリア内の複数地点における地点ごとに送信された電波の電波強度の値の少なくとも
いずれかが示される学習データとを用いて、前記移動体の現在位置を推定し、前記移動体
の移動経路を予測する移動経路予測ステップと、
　前記対象エリア内に離間して配置されている複数の撮像装置の各々の撮影可能範囲と、
前記移動経路予測ステップにより予測された前記移動経路とに基づき、前記複数の撮像装
置の中から、前記移動経路を移動する前記移動体を撮影させる撮像装置を選択する撮像装
置制御ステップとをコンピュータに実行させる移動体追跡プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、移動体を追跡する技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　複数の撮像装置が連携して移動体を追跡する技術が知られている。
　従来の追跡装置は、画像解析装置を有しており、撮影画像内から追跡対象の画像を検出
し、撮像装置の位置情報と画像内の追跡対象の動きに関する情報をネットワーク経由で共
有し、次に対象物体が撮影範囲に入ると予想される撮像装置に追跡制御命令を行うことで
追跡対象を追跡する（例えば、特許文献１）。
　また、モバイル端末装置から送信される移動体の位置情報を画像解析情報と組み合わせ
て撮像装置の映像内にて移動体を追跡する技術もある（例えば、特許文献２）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１５－２５５３号公報
【特許文献２】特開２００２－２９０９６３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、従来の画像解析による移動体の追跡は、遮蔽物や移動体の向きにより、
移動体の検出ができず、追跡が困難になるという課題があった。
　特に、商用施設や駅構内等の混雑状況において、子供のように身長の低い人物は、周囲
の身長の高い人物に遮蔽されてしまうことがあり、撮影画像内に姿が映り込まない可能性
がある。
　また、特許文献２で利用される位置情報は屋外での利用を想定したものであり、屋内で
ある駅構内や商用施設等に設置された撮像装置には適用できないという課題がある。
【０００５】
　本発明は上記のような課題を解決することを主な目的としており、屋内において、撮影
画像内に追跡対象の移動体が検出できない場合でも、追跡対象の移動体を追跡することが
できる構成を得ることを主な目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明に係る移動体追跡装置は、
　対象エリア内に離間して配置されている複数の無線通信機の各々で計測された、移動体
とともに移動する無線端末装置からの電波の電波強度又は前記無線端末装置で計測された
前記複数の無線通信機の各々からの電波の電波強度の少なくともいずれかに基づき、前記
移動体の現在位置を推定し、前記移動体の移動経路を予測する移動経路予測部と、
　前記対象エリア内に離間して配置されている複数の撮像装置の各々の撮影可能範囲と、
前記移動経路予測部により予測された前記移動経路とに基づき、前記複数の撮像装置の中
から、前記移動経路を移動する前記移動体を撮影させる撮像装置を選択する撮像装置制御
部とを有する。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明では、電波強度に基づき移動体の現在位置を推定し、当該移動体の移動経路を予
測し、予測した移動経路に基づき、当該移動体を撮影させる撮像装置を選択する。
　このため、本発明によれば、屋内において、撮影画像内に追跡対象の移動体が検出でき
ない場合でも、追跡対象の移動体を追跡することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】実施の形態１に係るモバイル端末連携移動体追跡システムの構成例を示す図。
【図２】実施の形態１に係るモバイル端末装置の機能構成例を示す図。
【図３】実施の形態１に係る無線通信機の機能構成例を示す図。
【図４】実施の形態１に係るモバイル端末連携装置の機能構成例を示す図。
【図５】実施の形態１に係る撮像装置の機能構成例を示す図。
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【図６】実施の形態１に係る移動経路予測部の内部構成例を示す図。
【図７】実施の形態１に係る撮像装置制御部の内部構成例を示す図。
【図８】実施の形態１に係るモバイル端末連携装置の動作例を示すフローチャート図。
【図９】実施の形態１に係るモバイル端末連携移動体追跡システムの動作例を示すシーケ
ンス図。
【図１０】実施の形態１に係る無線通信機及び撮像装置の配置例を示す図。
【図１１】実施の形態２に係るモバイル端末連携移動体追跡システムの構成例を示す図。
【図１２】実施の形態２に係るモバイル端末連携装置の機能構成例を示す図。
【図１３】実施の形態２に係る画像解析装置の機能構成例を示す図。
【図１４】実施の形態２に係る撮像装置の機能構成例を示す図。
【図１５】実施の形態２に係るモバイル端末連携装置の動作例を示すフローチャート図。
【図１６】実施の形態２に係るモバイル端末連携移動体追跡システムの動作例を示すシー
ケンス図。
【図１７】実施の形態１及び２に係るモバイル端末連携装置のハードウェア構成例を示す
図。
【図１８】実施の形態１に係る移動経路履歴データの例を示す図。
【図１９】実施の形態１に係る追跡対象人物の移動経路履歴の例を示す図。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　実施の形態１．
　本実施の形態では、無線通信端末装置であるモバイル端末装置と複数の撮像装置と複数
の無線通信機を含み、移動体を追跡するモバイル端末連携移動体追跡システムを説明する
。
　本実施の形態では、移動体を、モバイル端末装置を携行する人物とする。
　以下では、モバイル端末装置を携行する、追跡対象の人物を追跡対象人物という。
　本実施の形態に係るモバイル端末連携移動体追跡システムは、無線通信機の電波強度を
利用して、モバイル端末装置を持つ追跡対象人物の移動経路予測を行い、追跡対象人物の
予測移動経路を撮影可能な撮像装置に制御命令を行う。
【００１０】
＊＊＊構成の説明＊＊＊
　本実施の形態に係るモバイル端末連携移動体追跡システムは少なくとも、無線通信機能
を持つモバイル端末装置、視野の異なる複数台の撮像装置、異なる位置に設置された複数
の無線通信機、移動経路予測及び撮像装置の制御を行うモバイル端末連携装置がネットワ
ークを介して接続された構成からなる。
　モバイル端末装置と無線通信機の通信には、Ｗｉ－Ｆｉ、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商
標）、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）　Ｌｏｗ　Ｅｎｅｒｇｙ等の無線規格が用いられ
る。
　なお、本実施の形態に係るモバイル端末連携移動体追跡システムは、インターネットを
通じて監視制御装置と接続されていてもよい。
　また、本実施の形態に係るモバイル端末連携移動体追跡システムは、インターネットを
通じて他の装置（録画装置、表示装置、モバイル端末装置）と接続されていてもよい。
　以下、図１～図５を用いて、本実施の形態のモバイル端末連携移動体追跡システムの構
成について説明する。
【００１１】
　図１は、本実施の形態に係るモバイル端末連携移動体追跡システム１のシステム構成図
である。
【００１２】
　本実施の形態に係るモバイル端末連携移動体追跡システム１は、モバイル端末装置２と
無線通信機３１～３ｎ（以下、無線通信機３と総称する場合がある）、モバイル端末連携
装置４、撮像装置５１～５ｎ（以下、撮像装置５と総称する場合がある）を備える。
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　なお、無線通信機３と撮像装置５の数は図１に示す例に限られない。
【００１３】
　モバイル端末装置２は、追跡対象人物とともに移動する。
　モバイル端末装置２は、無線通信機能を有する。
　また、モバイル端末装置２は、無線通信機３１～３ｎからの電波の電波強度を計測する
機能も有する。
　モバイル端末装置２は、無線端末装置の例に相当する。
　また、モバイル端末装置２の詳細は、図２を参照して後述する。
【００１４】
　無線通信機３１～３ｎは、モバイル端末連携移動体追跡システム１が追跡の対象として
いる対象エリアに、相互に離間されて配置されている。
　無線通信機３１～３ｎは、無線通信機能を有する。
　また、無線通信機３１～３ｎは、モバイル端末装置２からの電波の電波強度を計測する
機能も有する。
　無線通信機３１～３ｎの詳細は、図３を参照して後述する。
【００１５】
　モバイル端末連携装置４は、モバイル端末装置２を所持する追跡対象人物の現在位置を
推定し、当該追跡対象人物の移動経路を予測し、予測した移動経路を移動する当該追跡対
象人物を撮影できる撮像装置５を選択し、選択した撮像装置５を制御する。
　モバイル端末連携装置４は、移動体追跡装置の例に相当する。
　モバイル端末連携装置４の詳細は、図４を参照して後述する。
【００１６】
　撮像装置５１～５ｎは、モバイル端末連携装置４からの制御に基づき、人物を撮影する
。
　撮像装置５１～５ｎの詳細は、図５を参照して後述する。
　撮像装置５１～５ｎは、カメラとも表記する。
【００１７】
　以下、モバイル端末装置２、無線通信機３、モバイル端末連携装置４、撮像装置５の機
能構成を、図２～図５を用いて説明する。
【００１８】
＜モバイル端末装置＞
　モバイル端末装置２はユーザＩＤ取得部２１、センサ情報取得部２２及び無線通信部２
３を備える（図２）。
　モバイル端末装置２は、端末ごとに固有のユーザＩＤ（Ｉｄｅｎｔｉｆｉｅｒ）を持ち
、これをユーザＩＤ取得部２１より取得する。
　ユーザＩＤはモバイル端末連携装置４にて、追跡対象人物の個人情報、移動履歴等を参
照するのに利用してもよい。
　モバイル端末装置２は加速度センサ、地磁気センサ、ジャイロセンサ等を搭載し、セン
サ情報取得部２２が、それぞれのセンサ値を取得する。
　モバイル端末装置２は、無線通信部２３を通して、無線通信機３と通信を行う。
　無線通信部２３は、無線の送受信、電波強度を測定する機能を備える。
【００１９】
＜無線通信機＞
　無線通信機３は、無線通信部３１、データ取得部３２及び内部通信部３３を備える（図
３）。
　無線通信部３１が、モバイル端末装置２と通信を行う。
　データ取得部３２は、モバイル端末装置２から送信されたデータを取得する。
　内部通信部３３は、モバイル端末連携装置４と通信を行う。
【００２０】
＜モバイル端末連携装置＞
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　モバイル端末連携装置４は、内部通信部４１、移動経路予測部４２及び撮像装置制御部
４３を備える（図４）。
　内部通信部４１は、無線通信機３と通信を行う。
　移動経路予測部４２は、モバイル端末装置２から取得したデータを基に追跡対象人物の
移動経路の予測を行う。
　より具体的には、移動経路予測部４２は、無線通信機３１～３ｎの各々で計測された、
モバイル端末装置２からの電波の電波強度又はモバイル端末装置２で計測された無線通信
機３１～３ｎの各々からの電波の電波強度の少なくともいずれかに基づき、追跡対象人物
の現在位置を推定する。
　更に、移動経路予測部４２は、推定した追跡対象人物の現在位置から、当該追跡対象人
物の移動経路を予測する。
　移動経路予測部４２により行われる処理は、移動経路予測ステップに相当する。
　撮像装置制御部４３は、予測した移動経路を基に、撮像装置５の制御を行う。
　より具体的には、撮像装置制御部４３は、撮像装置５１～５ｎの各々の撮影可能範囲と
、移動経路予測部４２により予測された移動経路とに基づき、撮像装置５１～５ｎの中か
ら、移動経路を移動する追跡対象人物を撮影させる撮像装置５を選択する。
　更に、撮像装置制御部４３は、追跡対象人物を撮影させるための制御を、選択した撮像
装置５に対して行う。
　撮像装置制御部４３により行われる処理は、撮像装置制御ステップに相当する。
　なお、撮像装置５はネットワークケーブルもしくは同軸ケーブルを用いてモバイル端末
連携装置４と接続される。
【００２１】
＜撮像装置＞
　撮像装置５は、内部通信部５１、ＰＴＺ（パン・チルト・ズーム）制御部５２及び画像
取得部５３を有する（図５）。
　内部通信部５１は、通信ネットワークＢを介してモバイル端末連携装置４と通信を行う
。
　ＰＴＺ制御部５２では、モバイル端末連携装置４の指示に基づいて、撮像装置５のパン
・チルト・ズームの制御を行う。
【００２２】
＊＊＊動作の説明＊＊＊
　次に、本実施の形態に係るモバイル端末連携移動体追跡システム１の動作を説明する。
【００２３】
＜モバイル端末装置２と無線通信機３の通信＞
　まず、モバイル端末装置２の無線通信部２３から送信された無線の電波強度を無線通信
機３の無線通信部３１にて取得する。
　本通信を行う際に、モバイル端末装置２のセンサ情報取得部２２やユーザＩＤ取得部２
１からユーザのセンサ情報やユーザＩＤを取得し送信することも可能である。
　その場合には、ユーザＩＤ、センサ情報を無線通信機３のデータ取得部３２にて取得す
る。
　上記の無線通信では、モバイル端末装置２が発した電波の電波強度を無線通信機３で測
定しているが、無線通信機３が発した電波の電波強度をモバイル端末装置２で測定し、測
定結果を無線通信機３に送信してもよい。
　これらの方法により、モバイル端末装置２から接続可能範囲にある無線通信機３の設置
個数分の電波強度を取得できる。
【００２４】
＜無線通信機３とモバイル端末連携装置４の通信＞
　無線通信機３は、通信ネットワーク１を介してモバイル端末連携装置４にモバイル端末
装置２から取得したデータ（電波強度、ユーザＩＤ、各種センサ情報）を内部通信部３３
より送信する。
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　モバイル端末連携装置４は、内部通信部４１より上記のデータを取得する。
【００２５】
＜モバイル端末連携装置４の動作＞
　次に、モバイル端末連携装置４の動作例を図６～図８を参照して説明する。
　図６は、移動経路予測部４２の内部構成例を示す。
　図７は、撮像装置制御部４３の内部構成例を示す。
　図８は、モバイル端末連携装置４の動作フローを示す。
　なお、図８の動作フローは実施の形態１を実現する処理の一例を示すものであり、実現
方法を限定するものではない。
　また、以下で説明するモバイル端末連携装置４の動作手順は、移動体追跡方法及び移動
体追跡プログラムの例に相当する。
【００２６】
　内部通信部４１が無線通信機３からユーザＩＤ、電波強度が含まれるデータを受信する
と（Ｓ１１）、追跡するモバイル端末装置が存在する場合（Ｓ１２でＹＥＳ）に、内部通
信部４１は無線通信機３からのデータを移動経路予測部４２に転送する。
　移動経路予測部４２では、まずデータ取得部４２１が内部通信部４１が取得したデータ
を受け取る（Ｓ１３）。
【００２７】
　次に、位置推定部４２２が、電波強度ＤＢ４２５を参照し、電波強度ＤＢ４２５から、
電波強度についての学習データを取得する。
　学習データには、学習により得られた、モバイル端末連携移動体追跡システム１の対象
エリア内の複数地点における地点ごとの電波強度の値が示される。
　上記で取得した学習データとデータ取得部４２１で取得した現在の電波強度の値を基に
位置推定部４２２がモバイル端末装置２を所持する追跡対象人物の現在位置を推定する（
Ｓ１５）。
　現在位置はモバイル端末連携移動体追跡システム１の対象エリアのマップ上における座
標で表す。
　電波強度の学習データは、対象エリア内の複数の地点の座標と、無線通信機３１～３ｎ

の各々からの電波の計測値（電波強度の値）とが対応付けられたデータである。
　つまり、対象エリア内の地点Ａで計測した無線通信機３１～３ｎの各々からの電波の電
波強度の値、対象エリア内の地点Ｂで計測した無線通信機３１～３ｎの各々からの電波の
電波強度の値というように、地点ごとに、その地点で計測した電波強度の値が示される。
　また、学習データは、対象エリア内の複数の地点における各々の地点から送信された電
波の無線通信機３１～３ｎの各々での計測値（電波強度の値）としてもよい。
　つまり、対象エリア内の地点Ａから送信した電波を無線通信機３１～３ｎの各々で計測
した電波強度の値、対象エリア内の地点Ｂから送信した電波を無線通信機３１～３ｎの各
々で計測した電波強度の値というように、地点ごとに、その地点から送信された電波の無
線通信機３１～３ｎの各々で計測した電波強度の値が示されていてもよい。
　学習データは、このように、予め計測した電波強度の値が示されるが、位置推定部４２
２により推定された追跡対象人物の位置（座標）とデータ取得部４２１により取得された
電波強度を新たに学習データに追加してもよい。
　位置推定部４２２は、データ取得部４２１により取得された無線通信機３１～３ｎの電
波強度の値と、学習データの地点ごとの無線通信機３１～３ｎの電波強度の値とを比較し
、データ取得部４２１により取得された電波強度の値と最も近似する値の地点を追跡対象
人物の現在位置と推定する。
【００２８】
　位置推定部４２２にて現在の位置座標を推定した後は、データ抽出部４２３が、移動経
路履歴ＤＢ４２６を参照し、位置推定部４２２により推定された位置に関する移動経路履
歴データを取得する（Ｓ１６）。
　データ抽出部４２３は、移動経路履歴データとして、追跡対象人物の現在位置までの移
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動軌跡の情報を取得してもよい。
　移動経路履歴データは、図１８に示すように、追跡対象人物の地図上における座標（ｘ
，ｙ）の時刻変化を記録したデータである。
　移動経路履歴データ上の座標はモバイル端末装置２と無線通信機３が通信を行った際の
電波強度を用いて推定した追跡対象人物の座標である。
　図１８の移動経路履歴データは、図１９に示す、追跡対象人物の移動経路履歴を表して
いる。
　また、データ抽出部４２３は、追跡対象人物のユーザＩＤを基にして、当該追跡対象人
物の過去の現在位置からの移動先の情報を取得してもよい。
　更に、データ抽出部４２３は、当該追跡対象人物と同じ属性（年齢、性別、勤務地、目
的地、センサ情報を基にした移動速度、移動方向）を有する他の人物の現在位置からの移
動先の情報を取得してもよい。
　次に、経路予測部４２４が、データ抽出部４２３にて抽出された移動経路履歴データを
基に、追跡対象人物の移動経路を予測する（Ｓ１７）。
　つまり、経路予測部４２４は、追跡対象人物の現在位置までの移動軌跡、過去における
追跡対象人物の現在位置からの移動先、追跡対象人物と同じ属性を有する他の人物の現在
位置からの移動先の少なくともいずれかに基づいて、追跡対象人物の現在位置からの移動
経路を予測する。
　また、経路予測部４２４は、モバイル端末装置２の加速度センサ、地磁気センサ、ジャ
イロセンサ等で計測した追跡対象人物の移動方向、移動速度等を用いて、追跡対象人物の
現在位置からの移動経路を予測するようにしてもよい。
　なお、経路予測部４２４の移動経路の予測方法の一例は後述する。
　また、移動経路履歴データは、追跡対象人物の属性によって重みづけ（本人の移動経路
履歴であれば重みを大きくする）することで、より精度よく移動経路を予測することが可
能になる。
　移動経路予測部４２では上記の予測処理を細かい時間単位で繰り返し行い、予測移動経
路を常に更新する。
　次に、移動経路予測部４２は、予測した移動経路を移動経路履歴ＤＢ４２６に登録する
（Ｓ１８）。
　次に、移動経路予測部４２は、予測した移動経路データを撮像装置制御部４３に送信す
る。
【００２９】
　撮像装置制御部４３では、移動経路予測データ取得部４３１が移動経路予測部４２から
、移動経路予測データを取得する。
　次に、撮像装置制御情報生成部４３２が、撮像装置制御情報を生成する（Ｓ１９）。
　具体的には、撮像装置制御情報生成部４３２が、周辺地図ＤＢ４３４と撮像装置制御情
報ＤＢ４３５を参照して、各撮像装置５の撮影可能範囲と現在の撮影範囲を取得する。
　次に、撮像装置制御情報生成部４３２は、各撮像装置５の撮影可能範囲と、移動経路予
測データ取得部４３１が取得した追跡対象人物の移動経路とを照合し、移動経路が撮影可
能範囲にある撮像装置５を、追跡対象人物を撮影させる撮像装置５として選択する。
　そして、撮像装置制御情報生成部４３２は、選択した撮像装置５のＰＴＺを制御するた
めの撮像装置制御情報を生成する。
　撮像装置制御情報ＤＢ４３５には、各撮像装置５の設置位置、設置方向と現在のＰＴＺ
情報、撮像可能範囲等がデータとして保存されている。
　撮像装置制御情報生成部４３２は、これを周辺地図の情報と合わせることにより、追跡
対象人物の地図上での移動経路が求まったときに追跡対象人物を撮影する撮像装置５及び
そのＰＴＺを決定することができる。
　制御命令部４３３は、撮像装置制御情報生成部４３２より制御する撮像装置５の番号を
指定し（複数も可）、内部通信部４３６を介して指定した撮像装置５に撮像装置制御情報
を送信する（Ｓ２０）。
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　また、制御命令部４３３は、このとき撮像装置制御情報を撮像装置制御情報ＤＢ４３５
にも登録しておく。
【００３０】
＜撮像装置５の動作＞
　撮像装置５では、内部通信部５１が、撮像装置制御情報を取得する。
　内部通信部５１は、撮像装置制御情報をＰＴＺ制御部５２に転送する。
　ＰＴＺ制御部５２は、撮像装制御情報を基に、撮像装置５のＰＴＺの値を変更する。
　また、画像取得部５３が、撮影した画像を取得し、取得した画像を符号化し、符号化に
より得られたデータを内部通信部５１を介して、モバイル端末連携装置４あるいは監視制
御装置等に送信する。
【００３１】
＜システム全体の動作＞
　図９に、システム全体のシーケンス図を示す。
　図９は、実施の形態１の動作の一例を示すものであり、実現方法を限定するものではな
い。
　まず、モバイル端末装置２から各無線通信機３１～３ｎに無線信号を送信する。
　無線通信機３は受信後、取得情報をモバイル端末連携装置４に送信する。
　モバイル端末連携装置４は取得情報の受信後、追跡対象人物の現在位置の推定、これを
基にした移動経路の予測、移動経路の予測結果の移動経路履歴ＤＢ４２６への記録、撮像
装置５の選択、撮像装置制御情報の生成を行う。
　更に、モバイル端末連携装置４は、選択した撮像装置５へ撮像装置制御情報を送信する
。
　撮像装置５は、撮像装置制御情報を受信した場合は、撮像装置制御情報に基づいてＰＴ
Ｚの制御を行う。
　その後、撮像装置５は撮影した画像情報をモバイル端末連携装置４や監視制御装置に送
信する。
【００３２】
＜システムの配置例＞
　図１０に、本実施の形態１に係る無線通信機３と撮像装置５の配置例を示す。
　図１０は、実施の形態１の配置の一例を示すものであり、配置方法を限定するものでは
ない。
　追跡対象人物はモバイル端末装置２を保持している。
　無線通信機３は天井等に設置する。
　無線通信機３と撮像装置５はネットワークを介してモバイル端末連携装置４と接続され
ている。
【００３３】
＜経路予測部４２４による移動経路の予測方法＞
　以下では、図８のＳ１７において行われる追跡対象人物の現在位置からの移動経路の予
測方法の一例を説明する。
【００３４】
１）追跡対象人物が過去に対象エリアを通ったことがある場合
　経路予測部４２４は追跡対象人物の現在位置の座標を取得すると、追跡対象人物が対象
エリアを通った過去の移動経路履歴データを探索する。
　次に、経路予測部４２４は、探索により得られた過去の移動経路履歴データのそれぞれ
から現在位置に最も近い座標を取得する。
　次に、経路予測部４２４は、以下の２つのうちのいずれかの方法にて、移動経路を予測
する。
【００３５】
１－１）過去の移動経路との類似度を算出し、類似度が最も近い移動経路を参照する方法
　経路予測部４２４は、追跡対象人物の現在の移動経路履歴データから、現在位置までの
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追跡対象人物の移動経路（Ｍフレーム前まで）を取得する。
　また、経路予測部４２４は、追跡対象人物の過去の移動経路履歴データのそれぞれから
、現在位置に最も近い座標までの追跡対象人物の移動経路（Ｍフレーム前まで）を取得す
る。
　そして、経路予測部４２４は、取得した移動経路の類似度を算出する。
　経路予測部４２４は、例えば、現在の移動経路と過去の移動経路との同一フレームの座
標間の距離を足し合わせて、現在の移動経路と過去の移動経路との類似度を算出すること
が考えられる。
　この方法では、座標間の距離の総和が小さいほど、現在の移動経路と過去の移動経路と
の類似度が高い。
　なお、現在の移動経路と過去の移動経路との間で同一のフレームが無い場合は、経路予
測部４２４は、前後のフレームを用いて補完する。
　経路予測部４２４は、過去の移動経路ごとに、現在の移動経路との類似度を算出し、類
似度が最も高い過去の移動経路を選出する。
　そして、経路予測部４２４は、追跡対象人物の次のフレームでの予測移動位置は現在の
移動速度をもって、この選出した移動経路を進んだ位置とする。
　次フレーム以降の予測移動位置は、次フレームで辿り着く予測移動位置に対し、同じ処
理を繰り返すことで求めることができる。
【００３６】
１－２）過去の移動経路との類似度を算出し、類似度によって重み付けを行う方法
　経路予測部４２４は、上記の１－１）の類似度の計算を行い、ある閾値以上の類似度（
座標間の距離の総和が特定の値以下）をもつ過去の移動経路をいくつか選出する。
　更に、経路予測部４２４は、類似度によって、選出した過去の移動経路に重み付けを行
う。
　そして、経路予測部４２４は、追跡対象人物の次のフレームでの予測移動位置は、選出
された過去の移動経路での移動先の位置の重み付き平均とする。
【００３７】
２）追跡対象人物が初めて対象エリアを通る場合
　経路予測部４２４は、追跡対象人物の現在位置の座標、現在の移動速度、現在の進行方
位を用いて、次のフレームの時刻に辿りつくであろう予測移動位置を計算する。
　予測移動位置の計算は、既存の予測計算方法を用いることができる。
　なお、追跡対象人物のデータで参照するものが無い場合は、経路予測部４２４は、追跡
対象人物に類似する類似ユーザのデータを利用する。
　経路予測方法については、上記の「１）追跡対象人物が過去に対象エリアを通ったこと
がある場合」と同じ方法を用いることができる。
　つまり、経路予測部４２４は、類似ユーザの移動履歴データを利用して同様の処理を行
う。
　次に、類似ユーザの選出方法を説明する。
［類似ユーザの選出］
　追跡対象人物が目的地を登録している場合に、経路予測部４２４は、追跡対象人物の目
的地と同じ又は近隣の目的地が登録されている他のユーザを類似ユーザとして選出する。
　目的地は、図１８に示すように、例えば移動経路履歴データに登録されている。
　類似ユーザが多数いる場合は、経路予測部４２４は、追跡対象人物の移動速度や個人デ
ータ（性別、年齢等）に近いユーザを優先して選出する。
　このようにすることにより、予測移動位置の推定精度が向上する。
【００３８】
＊＊＊実施の形態の効果＊＊＊
　以上のように、本実施の形態では、画像解析ベースでなく、地図上での追跡対象人物の
移動経路を把握するようにしているため、画像上で遮蔽物により追跡対象人物が隠れてお
り追跡ができない場合にも追跡対象人物の追跡を継続することができる。
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　このように、本実施の形態によれば、継続的に追跡対象人物を追跡することができるた
め、次に追跡対象人物が画像上に出現したときにもスムーズに画像に収めることができる
。
　また、移動経路の予測においては、ＧＰＳ（Ｇｌｏｂａｌ　Ｐｏｓｉｔｉｏｎｉｎｇ　
Ｓｙｓｔｅｍ）を利用せず、無線通信の電波強度を用いているため、駅構内や商用施設等
の屋内でも追跡対象人物の移動経路を予測できる。
　また、本実施の形態では、地図上での追跡対象人物の所在位置を取得でき、各撮像装置
の設置情報、ＰＴＺ制御情報から地図上での撮像範囲を推定できることから、画像内に映
っている追跡対象人物の画像内でのおおよその位置が特定できる。
【００３９】
実施の形態２．
　以上の実施の形態１では、無線電波の電波強度のみで追跡対象人物の移動経路予測およ
び、撮像装置の制御を行ったものであるが、次にカメラで取得した画像を画像解析装置に
よって解析した結果も統合して、移動経路を予測する実施の形態を示す。
　本実施の形態に係るモバイル端末連携移動体追跡システムでは、撮像装置で取得した画
像を解析する画像解析装置を撮像装置内、あるいは撮像装置とネットワークで接続された
場所に設置しておく。
　そして、電波強度による移動経路の推定だけでなく、画像上に映る追跡対象人物の動き
も用いて、推定現在位置の補正、撮像装置のＰＴＺ制御の補正を行う。
【００４０】
　以下、図１１～図１４を用いて本実施の形態のモバイル端末連携移動体追跡システムの
構成について説明する。
【００４１】
＊＊＊構成の説明＊＊＊
　図１１に、本実施の形態に係るモバイル端末連携移動体追跡システム６のシステム構成
図を示す。
　本実施の形態に係るモバイル端末連携移動体追跡システム６においても、モバイル端末
装置２、無線通信機３および通信ネットワークＡ、無線通信回線は同様のため詳細は省略
する。
　また、その他の装置についても実施の形態１との差分のみ記載する。
　なお、撮像装置９１～９ｎは、以下、撮像装置９と総称する場合がある。
【００４２】
＜モバイル端末連携装置７＞
　図１２に示すように、モバイル端末連携装置７は、内部通信部７１、追跡対象データ取
得部７２、移動経路予測部７３及び撮像装置制御部７４を備える。
　本実施の形態のモバイル端末連携装置７は、画像解析装置８と通信ネットワークＣを介
して接続される。
　内部通信部７１は、通信ネットワークＣを介して、撮像装置９とのデータの送受信に加
え、画像解析装置８とのデータの送受信を行う。
　本実施の形態においても、モバイル端末連携装置７は、移動体追跡装置の例に相当する
。
【００４３】
＜画像解析装置８＞
　図１３に示すように、画像解析装置８は、内部通信部８１、画像データ取得部８２及び
画像解析部８３を備える。
　画像データ取得部８２は、内部通信部８１より通信ネットワークＣを経由して撮像装置
９１～９ｎが撮影した画像データを取得する。
　画像解析部８３は、画像データ取得部８２の取得した画像データの解析を行う。
【００４４】
＜撮像装置９＞
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　図１４に示すように、撮像装置９は、内部通信部９１、ＰＴＺ（パン・チルト・ズーム
）制御部９２及び画像取得部９３を有する。
　内部通信部９１は、通信ネットワークＣを介して、モバイル端末連携装置７と通信を行
う他、画像解析装置８と通信を行う。
　ＰＴＺ制御部９２は、モバイル端末連携装置７の指示を基に、撮像装置９のパン・チル
ト・ズームの制御を行う。
　画像取得部９３は、撮像装置９で撮影した画像を取得し、内部通信部９１から通信ネッ
トワークＣを介して画像解析装置８に送信する。
【００４５】
＊＊＊動作の説明＊＊＊
　次に、本実施の形態に係るモバイル端末連携移動体追跡システム６の動作を説明する。
　なお、下記の２項目の動作ついては、実施の形態１と同様であるため説明を省略する。
１）モバイル端末装置２と無線通信機３との間の通信
２）無線通信機３とモバイル端末連携装置４との間の通信
【００４６】
＜撮像装置９の動作＞
　撮像装置９は内部通信部９１より、撮像装置制御情報を取得する。
　ＰＴＺ制御部９２では、取得した撮像装置制御情報を基に、撮像装置９のＰＴＺの値を
変更する。
　また、画像取得部９３は、撮影した撮影画像を取得し、これを符号化し、符号化により
得られたデータを内部通信部５１を介して、画像解析装置８およびモバイル端末連携装置
４あるいは監視制御装置等に送信する。
【００４７】
＜画像解析装置８の動作＞
　画像解析装置８では、内部通信部８１を介して、画像データ取得部８２が、撮像装置９
から送信されたデータを取得する。
　そして、画像データ取得部８２は、当該データを復号し、撮像装置９で撮影された撮影
画像を画像解析部８３に送信する。
　画像解析部８３は、モバイル端末連携装置７から送信された、追跡対象のデータ（画像
、性別、年齢等）を取得する。
　更に、画像解析部８３は、画像データ取得部８２から撮像装置９で撮影された撮影画像
を取得し、撮影画像内から追跡対象人物の画像を検出する。
　そして、画像解析部８３は、画像上での追跡対象人物の位置、追跡対象人物の動き情報
を解析し、これを基にした地図上での追跡対象人物の現在位置を推定し、更に、追跡対象
人物の移動方向を推定する。
　そして、画像解析部８３は、画像上での追跡対象人物の位置、追跡対象人物の動き情報
、追跡対象人物の推定現在位置、推定移動方向、撮影画像を取得した撮像装置９の情報、
検出した追跡対象の画像等をモバイル端末連携装置７に送信する。
【００４８】
＜モバイル端末連携装置７の動作＞
　モバイル端末連携装置７の移動経路予測部７３の内部構成は、図６に示す移動経路予測
部４２と同様である。
　ただし、データ取得部４２１は、モバイル端末装置２から送信された情報に加え、画像
解析装置８から送信されたデータも取得する。
　取得するデータは上記の画像解析装置８の動作に記載の通りである。
　位置推定部４２２は、実施の形態１で記載した電波強度による方法で追跡対象人物の現
在位置を推定するとともに、例えば、電波強度により推定した追跡対象人物の現在位置を
、画像解析部８３で推定された追跡対象人物の現在位置により補正する。
　現在位置の補正方法の一例は後述する。
　また、移動履歴情報ＤＢ４２６には、実施の形態１のデータに加え、画像解析装置８か
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ら取得したデータ（上記記載済）も保存する。
　データ抽出部４２３では、実施の形態１で利用した情報以外に、画像解析装置８から取
得した情報も含めて、必要となる学習データを抽出する。
　また、経路予測部４２４は、モバイル端末装置２の加速度センサ、地磁気センサ、ジャ
イロセンサ等で計測した追跡対象人物の移動方向の代わりに、画像解析部８３で推定され
た追跡対象物の移動方向を用いて、追跡対象人物の移動経路を予測することができる。
　その他の経路予測部４２４の動作は実施の形態１と同様である。
　撮像装置制御部４３の動作は実施の形態１と同様のため省略する。
【００４９】
　図１５にモバイル端末連携装置７の動作フローを示す。
　図１５の動作フローは実施の形態２を実現する処理の一例を示すものであり、実現方法
を限定するものではない。
　図１５においてＳ３１～Ｓ３４は図１０のＳ１１～Ｓ１４と同じであるため、説明を省
略する。
　Ｓ３５では、移動経路予測部７３は、内部通信部７１を介して、画像解析装置８からの
画像解析データ（撮像装置ＩＤ、画像内での追跡対象人物の位置、追跡対象人物の推定現
在位置、追跡対象人物の推定移動方向（動きベクトル等））を取得する。
　そして、Ｓ３６では、これらと現在の電波強度を基にモバイル端末装置２の現在位置を
推定する。
　Ｓ３７は、図１０のＳ１６と同じであるため、説明を省略する。
　Ｓ３８は、図１０のＳ１７と基本的に同じであるが、前述のように、画像解析装置８に
よる追跡対象人物の推定移動方向を用いて移動経路を予測してもよい。
　Ｓ３９～Ｓ４１は、図１０のＳ１８～Ｓ２０と同じであるため、説明を省略する。
【００５０】
＜システム全体の動作＞
　図１６にシステム全体のシーケンス図を示す。
　図１６は実施の形態２の動作の一例を示すものであり、実現方法を限定するものではな
い。
　まず、モバイル端末装置２から各無線通信機３１～３ｎに無線信号を送信する。
　無線通信機３は受信後、取得情報をモバイル端末連携装置７に送信する。
　上記動作と並行して、撮像装置９は撮影画像を画像解析装置８へ送信する。
　画像解析装置８は、撮像装置９から撮影画像の受信後、画像解析を行い、追跡対象人物
の画像が撮影画像内に存在する撮像装置のＩＤ、撮影画像内での追跡対象人物の位置（ｘ
，ｙ）、追跡対象人物の撮影画像内での位置に基づく、対象のマップ上での推定現在位置
、追跡対象人物の撮影画像内での動きベクトル情報を算出する。
　なお、画像解析装置８は、時系列で撮影画像を解析して動きベクトル情報を算出する。
　そして、画像解析装置８は、モバイル端末連携装置７へ画像解析情報を送信する。
　モバイル端末連携装置７は、画像解析情報の受信後、現在位置の推定、これを基にした
移動経路推定、移動経路推定結果の移動経路履歴ＤＢ４２６への記録、撮像装置の制御情
報の生成を行う。
　更に、モバイル端末連携装置４は、選択した撮像装置５へ撮像装置制御情報を送信する
。
　撮像装置５は、撮像装置制御情報を受信した場合は、撮像装置制御情報に基づいてＰＴ
Ｚの制御を行う。
　その後、撮像装置９は撮影した撮影画像を画像解析装置８へ送信する。
　撮像装置９は撮影画像を画像解析装置８だけでなく、モバイル端末連携装置７や監視制
御装置へ送信してもよい。
　また、画像解析装置８やモバイル端末連携装置７を経由して監視制御装置へ送信しても
よい。
【００５１】
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＜位置推定部４２２による現在位置の補正方法＞
　カメラのキャリブレーション（内部パラメータ、歪み係数、外部パラメータ）が厳密に
行われており、地図上の座標とカメラの画像座標の対応が取れている場合は、幾何変換に
より、画像内での追跡対象人物の検出位置（ｕ，ｖ）から追跡対象人物の地図座標上での
位置（ｘ，ｙ）を推定でき、また、追跡対象人物の地図座標上での位置（ｘ，ｙ）から画
像内での追跡対象人物の検出位置（ｕ，ｖ）を推定することができる。
　カメラの幾何変換については公知であるため、説明を省略する。
　本実施の形態では、追跡対象人物の顔画像が撮像装置５に登録されており、撮像装置５
は登録されている追跡対象人物の顔画像を用いて、人物認識が可能であるとする。
　位置推定部４２２は、基本的に電波強度によって推定された位置を追跡対象人物の現在
位置とするが、移動中の追跡対象人物をカメラで認識（人物認識）できた場合には、その
追跡対象人物の画像上での位置を地図上での座標に変換したものを現在位置とし、電波強
度による推定位置は利用しない。
　カメラが厳密にキャリブレーションされている場合は、推定される位置の精度は電波強
度を用いた方法よりも、カメラを用いた方法の方が高いことが予想される。
　ただし、画像上で追跡対象人物を正しく認識できるとは限らない。
　そこで、位置推定部４２２は、電波強度によって推定された位置（座標）を当該カメラ
で捕捉した場合に、画像上のどの位置に追跡対象人物が表示されるかを計算する（カメラ
がキャリブレーションできていれば幾何変換により算出可能）。
　このとき、計算により得られた追跡対象人物の予想表示位置と、カメラで認識した人物
の表示位置が大幅にずれていた場合は、カメラが正しく追跡対象人物を認識できていない
可能性がある。
　このため、位置推定部４２２は、カメラの人物認識により求めた推定位置は利用せず、
電波強度による推定位置を利用する。
　あるいは、電波強度によって推定された位置（座標）を再探索し、人物認識を再度行う
ことも可能である。
　再度、人物が認識され、上記の計算を行った結果、正しく追跡対象人物を捕捉している
と判断された場合（電波強度からの推定位置に基づく予想表示位置とカメラの人物認識に
よる人物の表示位置の誤差が一定以下になった場合）に、位置推定部４２２は、カメラの
人物認識で推定された位置座標を利用する。
【００５２】
＊＊＊実施の形態の効果＊＊＊
　実施の形態２では、上記の実施の形態１の効果に加え、撮像装置での撮影画像を解析し
、追跡対象人物の動き情報を検出し、これを移動経路予測に利用することで、より精度の
よい移動経路の予測、それに伴う追跡精度向上が実現できる。
　また、撮影画像の追跡対象人物の位置と電波強度で推定した追跡対象の位置の整合を取
ることにより、追跡対象人物の誤検出を防ぐことができる他、検出した追跡対象人物の画
像を次の検出の際の参照画像として使用することができる。
　また、モバイル端末装置の所有者と画像上で検出した追跡対象人物を一致させることに
より、特定対象の見守り、監視サービスが実現できる。
　特定対象としては、例えば、小柄なために周囲の人や構造物などで遮蔽されてカメラ画
像に映らなくなる可能性の高い子ども、老人、小動物などが考えられる。
【００５３】
＊＊＊付記＊＊＊
【００５４】
　以上、本発明の実施の形態について説明したが、これらの実施の形態のうち、２つ以上
を組み合わせて実施しても構わない。
　あるいは、これらの実施の形態のうち、１つを部分的に実施しても構わない。
　あるいは、これらの実施の形態のうち、２つ以上を部分的に組み合わせて実施しても構
わない。
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　なお、本発明は、これらの実施の形態に限定されるものではなく、必要に応じて種々の
変更が可能である。
【００５５】
　また、上記では、追跡対象を人物として説明してきたが、追跡対象は移動体であれば人
物でなくてもよい。
　例えば、無線通信端末装置が装着された動物であってもよいし、自動車等の車両等であ
ってもよい。
【００５６】
＊＊＊ハードウェア構成の説明＊＊＊
　モバイル端末連携装置４、７のハードウェア構成例を図１７を参照して説明する。
　モバイル端末連携装置４、７はコンピュータである。
　モバイル端末連携装置４、７は、プロセッサ９０１、補助記憶装置９０２、メモリ９０
３、通信装置９０４、入力インタフェース９０５、ディスプレイインタフェース９０６と
いったハードウェアを備える。
　プロセッサ９０１は、信号線９１０を介して他のハードウェアと接続され、これら他の
ハードウェアを制御する。
　入力インタフェース９０５は、入力装置９０７に接続されている。
　ディスプレイインタフェース９０６は、ディスプレイ９０８に接続されている。
【００５７】
　プロセッサ９０１は、プロセッシングを行うＩＣ（Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕ
ｉｔ）である。
　プロセッサ９０１は、例えば、ＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎ
ｉｔ）、ＤＳＰ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｏｒ）、ＧＰＵ（Ｇｒ
ａｐｈｉｃｓ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）である。
　補助記憶装置９０２は、例えば、ＲＯＭ（Ｒｅａｄ　Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）、フラ
ッシュメモリ、ＨＤＤ（Ｈａｒｄ　Ｄｉｓｋ　Ｄｒｉｖｅ）である。
　メモリ９０３は、例えば、ＲＡＭ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）であ
る。
　図６、図７に示す記憶部は、補助記憶装置９０２又はメモリ９０３により実現される。
　通信装置９０４は、データを受信するレシーバー９０４１及びデータを送信するトラン
スミッター９０４２を含む。
　通信装置９０４は、例えば、通信チップ又はＮＩＣ（Ｎｅｔｗｏｒｋ　Ｉｎｔｅｒｆａ
ｃｅ　Ｃａｒｄ）である。
　入力インタフェース９０５は、入力装置９０７のケーブル９１１が接続されるポートで
ある。
　入力インタフェース９０５は、例えば、ＵＳＢ（Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｓｅｒｉａｌ　
Ｂｕｓ）端子である。
　ディスプレイインタフェース９０６は、ディスプレイ９０８のケーブル９１２が接続さ
れるポートである。
　ディスプレイインタフェース９０６は、例えば、ＵＳＢ端子又はＨＤＭＩ（登録商標）
（Ｈｉｇｈ　Ｄｅｆｉｎｉｔｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｍｅｄｉａ　Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ）端子
である。
　入力装置９０７は、例えば、マウス、キーボード又はタッチパネルである。
　ディスプレイ９０８は、例えば、ＬＣＤ（Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ　Ｄｉｓｐｌ
ａｙ）である。
【００５８】
　補助記憶装置９０２には、図４に示す内部通信部４１、移動経路予測部４２、撮像装置
制御部４３、図７に示す内部通信部７１、追跡対象データ取得部７２、移動経路予測部７
３、撮像装置制御部７４のうち、記憶部を除く構成要素の機能を実現するプログラムが記
憶されている。
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　つまり、補助記憶装置９０２には、データ取得部４２１、位置推定部４２２、データ抽
出部４２３、経路予測部４２４、移動経路予測データ取得部４３１、撮像装置制御情報生
成部４３２、制御命令部４３３（以下、これらをまとめて「部」と表記する）の機能を実
現するプログラムが記憶されている。
　このプログラムは、メモリ９０３にロードされ、プロセッサ９０１に読み込まれ、プロ
セッサ９０１によって実行される。
　更に、補助記憶装置９０２には、ＯＳ（Ｏｐｅｒａｔｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ）も記憶さ
れている。
　そして、ＯＳの少なくとも一部がメモリ９０３にロードされ、プロセッサ９０１はＯＳ
を実行しながら、「部」の機能を実現するプログラムを実行する。
　図１７では、１つのプロセッサ９０１が図示されているが、モバイル端末連携装置４、
７が複数のプロセッサ９０１を備えていてもよい。
　そして、複数のプロセッサ９０１が「部」の機能を実現するプログラムを連携して実行
してもよい。
　また、「部」の処理の結果を示す情報やデータや信号値や変数値が、メモリ９０３、補
助記憶装置９０２、又は、プロセッサ９０１内のレジスタ又はキャッシュメモリに記憶さ
れる。
【００５９】
　「部」を「サーキットリー」で提供してもよい。
　また、「部」を「回路」又は「工程」又は「手順」又は「処理」に読み替えてもよい。
　「回路」及び「サーキットリー」は、プロセッサ９０１だけでなく、ロジックＩＣ又は
ＧＡ（Ｇａｔｅ　Ａｒｒａｙ）又はＡＳＩＣ（Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｐｅｃｉｆｉ
ｃ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ）又はＦＰＧＡ（Ｆｉｅｌｄ－Ｐｒｏｇｒａ
ｍｍａｂｌｅ　Ｇａｔｅ　Ａｒｒａｙ）といった他の種類の処理回路をも包含する概念で
ある。
【符号の説明】
【００６０】
　１　モバイル端末連携移動体追跡システム、２　モバイル端末装置、３　無線通信機、
４　モバイル端末連携装置、５　撮像装置、６　モバイル端末連携移動体追跡システム、
７　モバイル端末連携装置、８　画像解析装置、９　撮像装置、２１　ユーザＩＤ取得部
、２２　センサ情報取得部、２３　無線通信部、３１　無線通信部、３２　データ取得部
、３３　内部通信部、４１　内部通信部、４２　移動経路予測部、４３　撮像装置制御部
、５１　内部通信部、５２　ＰＴＺ制御部、５３　画像取得部、７１　内部通信部、７２
　追跡対象データ取得部、７３　移動経路予測部、７４　撮像装置制御部、８１　内部通
信部、８２　画像データ取得部、８３　画像解析部、９１　内部通信部、９２　ＰＴＺ制
御部、９３　画像取得部、４２１　データ取得部、４２２　位置推定部、４２３　データ
抽出部、４２４　経路予測部、４２５　電波強度ＤＢ、４２６　移動経路履歴ＤＢ、４３
１　移動経路予測データ取得部、４３２　撮像装置制御情報生成部、４３３　制御命令部
、４３４　周辺地図ＤＢ、４３５　撮像装置制御情報ＤＢ、４３６　内部通信部。
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